


経営安定関連保証（セーフティネット保証）４号と県災害復旧資金の比較表 

経営安定関連保証（セーフティネット）４号 県災害復旧資金 

保証対象者 

 次の（ｲ）･（ﾛ）に該当し、経営の安定に支障を生じて
いる中小企業者等で市町長からセーフティネット保証４
号の認定を受けたもの。 
（ｲ） 経済産業大臣の指定を受けた地域内において、１ 
  年以上継続して事業を行っている。 
（ﾛ） 経済産業大臣の指定を受けた災害その他突発的に 
  生じた事由の発生に起因して、売上高等が減少して 
  いる。 

・ 客観的に事業を行っていること。 
・ 県内に住居若しくは事業所を有する個人又は県内に本店若 
 しくは事業所を有する法人 
・ 令和２年７月３日に発生した豪雨災害で被害に遭われた中 
 小企業・小規模企業者で被害を受けたことにより経営の安定 
 に著しい影響を受け、その被害を受けたことについて当該事 
 業所の所在地を区域とする市町長その他知事が必要と認めた 
 者の証を受けているもの。 

対象資金 事業経営に必要な運転資金及び設備資金 災害復旧を行うために必要とする設備資金及び運転資金 

保証限度額 
個人・法人  ２億8,000万円 
組 合 等   ４億8,000万円 
ただし、無担保無保証人扱いの場合は、2,000万円 

3,000万円（市町長が証明する被害金額の範囲内） 
※ セーフティネット保証４号取得の場合は、一般枠とは別枠 

保証期間 10年（据置期間１年） 10年（据置期間２年） 

保証割合 100％（責任共有制度対象外） 
責任共有制度 
※ セーフティネット保証４号取得の場合は、責任共有制度対象外 

連帯保証人 
 個人事業者の場合、原則として連帯保証人不要。 
 法人の場合は、原則として法人代表者（実質経営者
を含む）のみ連帯保証を要する。 

 個人事業者の場合、原則として連帯保証人不要。 
 法人の場合は、原則として法人代表者（実質経営者を含
む）のみ連帯保証を要する。 

担保 
必要に応じ徴求する。 
 ただし、無担保無保証人扱いの場合は不要 

必要に応じ徴求する。 
 ただし、無担保無保証人扱いの場合は不要 

貸付金利 金融機関所定 年 0.9％ 

信用保証料 責任共有制度対象外 年 0.95％ 0.45％～1.35％（但し、県が全額負担するため実質０％） 

受付期間 令和２年７月４日から令和２年11月５日まで（認定書申込） 令和２年８月13日から令和２年12月28日まで（商工団体申込） 

必要書類 経営安定関連保証（セーフティネット）４号認定書 市町長の発行する罹災証明書（被害証明書） 

一般枠と
は別枠 
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